
仙台市歩道等除雪機械購入補助金交付要綱 

                          （平成１９年１１月５日建設局長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、冬期間における歩行者の安全確保と地域の生活環境の向上を目的として、

歩道等の除雪を行う団体の除雪機械の購入に要する経費に対し、補助金を交付することについ

て、仙台市補助金等交付規則（昭和５５年仙台市規則第３０号）に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

一 団体 仙台雪道おたすけ隊実施要領に基づき登録している仙台雪道おたすけ隊及び市長が

認める団体であって、かつ暴力団との関係を有していない団体をいう。 

二 歩道等 仙台市道として認定し、若しくは管理している歩道又は歩道のない道路のうち歩

行者の通行の用に供されている部分をいう。 

 

（補助対象経費） 

第３条 補助対象となる経費は、新たな除雪機械の購入に要する費用とする。 

２ 前項の経費には、次の各号に掲げるものに要する経費は含まないものとする。 

 一 部品の購入 

 二 修理 

 三 燃料・油脂類の購入 

 四 その他除雪機械の維持管理 

 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、除雪機械の購入に要する経費の９割の額（その額に千円未満の端数が生

じたときは、これを切り捨てる。）とする。ただし，その額が３０万円を超えるときは，３０万

円とする。 

２ 各年度において団体に交付する補助金の総額は、当該年度の本市の予算額を上限とする。 

 

（補助交付条件） 

第５条 市長は、補助金の交付の決定をする場合において、次に掲げる条件を付すものとする。 

一 除雪を行う歩道等が、原則として２００ｍ以上であること 

二 前号に定める歩道等は、原則として、本市が行う除雪路線と重複しないこと 

三 補助を受けて購入した除雪機械による除雪を５年間以上行うこと 

四 本市が除雪機械の管理及び除雪実施状況に関する調査を実施する場合には、これに協力す

ること 

五 この補助金の交付を受けることができる者は、暴力団等との関係を有していないこと 

六 その他市長が必要と認める事項 

 

（保有台数） 

第６条 団体が補助金の交付を受けて購入できる除雪機械の保有台数は、１団体につき１台とす

る。ただし、市長が特に必要と認めた団体については、この限りでない。 

２ 補助金の交付を受けて購入した除雪機械を有する団体が分割した場合は、分割後のいずれか

の団体が当該除雪機械を保有するものとし、第８条第１項の規定により交付した仙台市歩道等



除雪機械購入補助金交付決定書（様式第１号。以下「交付決定書」という。）に記載された補助

条件を逸脱してはならない。 

３ 団体が統合した場合は、本条第１項の規定にかかわらず、統合前に各団体が保有していた除

雪機械の合計台数を統合後の団体の保有台数とし、第８条第１項の規定により交付した交付決

定書に記載された補助条件を逸脱してはならない。 

４ 保有台数に変更のあった団体は、変更の理由を付して、書面により市長に報告しなければな

らない。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする団体は、除雪機械を購入する 10 日前までに、仙台市歩

道等除雪機械購入補助金交付申請書（様式第２号。以下「交付申請書」という。）正副各１部を

市長に提出しなければならない。 

２ 交付申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 購入しようとする除雪機械の見積書 

二 購入しようとする除雪機械の仕様書 

三 除雪機械により除雪を実施する歩道等の位置図及び平面図 

四 その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条第１項の規定により提出された交付申請書の内容が適当であると認めた場

合には、補助予定額を決定し、当該団体に交付決定書を交付する。 

２ 市長は、前条第１項の規定により提出された交付申請書が不適切である等の理由により、補

助金の不交付を決定する場合は、その理由を付して当該団体に交付決定書を交付する。 

 

（補助金の交付、変更及び取消） 

第９条 補助金の交付決定を受けた団体は、補助金の額等の確定又は決定のため、仙台市歩道等

除雪機械購入補助金交付等承認申請書（様式第３号。以下「承認申請書」という。）正副各１部

を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ やむを得ない事情により、除雪機械の購入が不可能となった場合についても、前項と同様と

する。 

３ 第１項に基づき申請を行う場合は、除雪機械の購入に係る領収書又は請求書の原本を市長に

提示するとともに、その写しを提出しなければならない。 

４ 市長は、前項の領収書又は請求書が適正であると認められる場合は、交付すべき補助金の額

を確定又は決定する。 

５ 第１項の申請に対する承認は、仙台市歩道等除雪機械購入補助金交付等承認通知書（様式第

４号）により行うものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１０条 市長は、前条第４項の規定により交付すべき補助金の額を確定又は決定した後、速や

かに補助金を交付する。 

２ 前条第４項の規定に基づき、請求書により額を決定した補助金の交付を受けた団体は、補助

金の交付後、速やかに除雪機械を購入し、当該購入に係る領収書の原本を市長に提示するとと

もに、その写しを提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の領収書が適正であると認める場合は、補助金の額を確定する。 

４ 前項の規定において、既に交付した補助金の額が、確定した補助金の額を超えるときは、仙

台市補助金等交付規則第１７条第２項の規定により、返還させるものとする。 



 

（買い替えの取扱） 

第１１条 この要綱に基づき補助を受けて購入した除雪機械の買い替えのための補助金の交付申

請は、第５条第３号に定める期間を経過し、かつ、あらかじめ市長と協議を行い、その承認を

得た後でなければ、これを行うことはできない。 

 

（処分の制限） 

第１２条 団体の消滅等その他やむを得ない事情により、この要綱に基づき補助を受けて購入し

た除雪機械を譲渡し、又は廃棄等の処分を行う場合は、あらかじめ、その理由等を記載した書

類を市長に提出して、その承認を得なければならない。 

  

（事務の所管） 

第１３条 補助金の交付事務のうち、交付申請書及び承認申請書の受付事務については、各区役

所建設部及び宮城総合支所の道路課並びに秋保総合支所建設課が、それ以外の事務については、

建設局道路部道路保全課が行うものとする。 

 

（その他） 

第１４条 この要綱の施行に関し必要な事項は、建設局長が定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成１９年１１月６日から実施する。 

 

附 則（平成２５年３月１４日改正） 

この改正は、平成２５年４月１日から実施する。 

 

附 則（平成２７年４月１日改正） 

この改正は、平成２７年４月１日から実施する。 

 


